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【平成２６年度第３回北広島市子ども・子育て会議】 

 

１ 日時 

  平成 26年 8月 11日（月）18：30～20：00 

 

２ 場所 

  北広島市役所本庁舎 2階会議室 

 

３ 出席者 

  （委員）※50音順・敬称略     （市・事務局） 

   青山 司             保健福祉部長  木下 信司 

安藤 由美子           児童家庭課長  福島 政則 

   飯浜 浩幸            児童家庭主査  鈴木 靖彦 

   小林 明夏            児童家庭主査  冨田 英禎 

   中田 紀子            児童家庭主査  高橋 陽子 

   堀内 美和 

松浦 政子             

   百瀨 彰 

       

４ 傍聴者 

  ４名 

 

５ 会議次第 

 （１）「乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業・妊婦健診事業」の量の見

込みについて 

（２）提供体制の確保の内容及びその実施時期について 

   ①教育・保育事業について 

   ②地域子ども・子育て支援事業について 

（３）基準条例について（３件） 

（４）次世代育成支援対策推進行動計画（後期行動計画Ｈ22～Ｈ26）のうち

平成 25年度までの実施状況について 

（５）その他 
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               【議事録】 

 

（１）「乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業・妊婦健診事業」の量の見込 

みについて 

 

○会長     ただ今から平成２６年度第３回北広島市子ども・子育て会議

を開催いたします。 

        子ども達の未来のため、また、子育てにやさしい北広島市の

実現のために、ご審議お願いします。 

        それでは、「乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業・妊婦

健診事業」の量の見込みについて、事務局から説明願います。 

○事務局    前回の会議では、地域子ども・子育て支援事業１１事業のう

ち８事業について量の見込みを審議いたしました。 

今回は、ニーズ調査の対象となっていない３事業について、

量の見込みをご説明いたします。 

○事務局   （資料１「乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業・妊婦健

診事業」の量の見込みについて説明） 

○会長     乳児家庭全戸訪問事業については出生数見込みを量の見込み

とする、養育支援訪問事業については実績から訪問率を出生数

の 2.5％とし量の見込みとする、妊婦健診事業については健診回

数１４回を出生数に乗じて量の見込みとするとのことです。    

各委員の方々、ご意見、ご質問ございませんか。これら３件

の量の見込みについては提案どおり承認するということでよろ

しいでしょうか。 

 

       （委員異議なし） 

 

（２）提供体制の確保の内容及びその実施時期について 

   

 ①教育・保育事業について 

 

○会長     次の議題（２）提供体制の確保の内容及びその実施時期につ

いて２つ議題がありますが、まず①教育・保育事業について事

務局から説明願います。 

○事務局    提供体制の確保の内容及びその実施時期についての説明に入

る前に、新制度における保育時間と保育の必要性の認定につい
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て改めてご説明いたします。 

       （資料２－１ 新制度における保育時間について説明） 

       （資料２－２、２－３ 保育の必要性の認定について説明） 

       （労働時間の下限 64時間/月について説明） 

○会長     新制度における保育時間の説明と、保育の必要性の認定にお

ける現行と新制度の説明でしたが、何かご質問等ございません

か。 

        一番重要な部分を整理いたしますと、現在北広島市では就労

による保育園利用について、労働時間 64時間/月の下限を設定し

ています。国の示す新基準においては、48～64時間の間で市町

村が定めることとなっており、北広島市としては待機児童がい

ることなどから、これまでどおり 64時間/月の下限としたいとの

ことです。 

        これらを踏まえて何かご意見等ございませんか。 

○委員     労働時間の下限 64時間/月というのは、将来的にも変更の可能

性はないものなのでしょうか。 

○事務局    保育枠の確保に向け努力していきますが、需要と供給のバラ

ンスを勘案したうえで待機児童が発生しない状況等となれば、

労働時間の下限について見直しを検討する予定です。 

○委員     分かりました。 

○会長     待機児童対策が最優先の課題であり、当面は現状どおり下限

64時間/月で実施することとし、将来的には保育施設の増や子ど

も人口の減少等により、下限時間を見直していくとの説明でし

た。 

他にご意見等がなければ、資料２に関する保育の必要性の認

定については、提案どおり承認するということでよろしいでし

ょうか。 

        

       （委員異議なし） 

 

○会長     では、次の資料３教育・保育事業における提供体制の確保の

内容及びその実施時期について、事務局より説明願います。 

○事務局    資料３以降の資料では、平成 27 年度から平成 31 年度までの

「量の見込み」に対する「確保方策」を示しておりますが、事

業の実施にあたりましては、子ども・子育て支援事業計画に計

上し、毎年度、予算措置されなければならないことを付け加え
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させていただきます。 

○事務局   （資料３ 教育・保育事業における提供体制の確保の内容及び

その実施時期について説明） 

○会長     資料３について、委員の皆様ご意見、ご質問ございませんか。 

        待機児童解消に向けて確保方策を検討するということですが、

平成31年度まで見越した場合に児童数が減少する見込みのため、

あまり大きく確保するのも難しい状況とのことです。 

        だだし、平成 27 年度を見ると、数字上の話ではありますが、

量の見込みに対して50名程度定員が下回る状況となっています。   

具体的にはどのような対応を予定しているのか、事務局より

説明願います。 

○事務局    各保育園の弾力的運用により、690 名の定員に対し 752 名ほ

どの受入れ実績があります。そこから換算すると、平成 27年度

の 730 名の定員に対する 784 名の見込みというのは、対応可能

ではないかと考えております。 

        ただし、年齢によっては、特に低年齢児については待機児童

が生じる可能性があります。 

○会長     弾力的運用により全体としては対応可能とのことです。ほか        

にご質問等ございませんか。 

○委員     来年である平成 27 年度に 40 名の定員確保とのことですが、

具体的な計画や提案等があるのでしょうか。 

○事務局    認可保育園、地域型保育、認定こども園等について、実施を

希望する法人がございます。それらの動向を踏まえた確保方策

となっております。 

○委員     分かりました。 

○会長     確保方策については、予定している法人があるとの事務局の

説明でした。 

 資料３教育・保育事業における提供体制の確保の内容及びそ

の実施時期について、特に問題がなければ提案どおり承認する

ということでよろしいでしょうか。 

 

（委員異議なし） 
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②地域子ども・子育て支援事業について 

 

○会長     次の議題、②地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保

の内容及びその実施時期について、事務局より説明願います。 

○事務局    提供体制の確保の内容及びその実施時期の説明に入る前に、

６年生までの拡大について補足説明いたします。 

  入所児童の 6 年生までの拡大については、障がいを持つ児童

を含め、平成 27年度 4年生まで、平成 28年度 5年生まで、平

成 29年度 6年生まで、と段階的に拡大する計画としたいと考え

ております。 

  3年間で段階的に拡大する計画とした理由につきましては、入

所児童と指導員について、急激な環境の変化に対する緩和措置

が必要なことや、対象児童の拡大という制度改正を円滑に行う

ためであります。 

  児童については、今までいなかった小学校高学年児童が入所

することになります。 

指導員については、高学年から思春期を迎え、子どもの心と

体に変化が起こり、指導の仕方について、従来の指導に工夫や

改善を加え、新たな内容、方法等を身につける必要があります。   

指導員に意見を聴いたところ「自分より体の大きい児童の指

導への不安」、「体の大きい児童と小さい児童が一緒にいて大丈

夫か」、「性教育の指導方法はどうするのか」等を心配する意見

が多数ありました。 

  段階的に拡大することで、児童、指導員ともに新たな環境に

慣れ、また、指導員については知識、経験、情報等を身につけ

ることができ、学童クラブの円滑な運営につながるものと考え

ております。 

○会長     北広島市としては、児童にとっての急激な環境変化やスタッ

フの指導体制準備等に対応するため、受入れ対象児童の段階的

な拡大を行いたいとのことです。 

  これらの説明に対し、ご意見、ご質問等ございませんか。 

○委員     １学年ずつ段階的に受け入れるということは、現在入所中の

３年生がそのまま残れることになるので、利用者側としては良

いと思います。 

        定員当たりの面積については、体の大きい子と小さい子が混

在することになるので、数字的に基準を満たすだけでなく、外
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遊びの場所の確保や体育館の借用など、より過ごしやすい環境

づくりに配慮していただければと思います。 

○会長     受入れ対象児童の段階的な拡大については、提案どおり承認

するということでよろしいでしょうか。 

 

（委員異議なし） 

 

○会長     では資料４放課後児童健全育成事業の提供体制の確保の内容

及びその実施時期について事務局より説明願います。 

○事務局   （資料３ 教育・保育事業における提供体制の確保の内容及び

その実施時期について説明） 

○会長     前回の会議でも議論がありました、面積基準につきましては、 

北広島市独自基準の２．０㎡/人を維持した状態での定員の確保

とのことです。 

        確保の具体的方策については、ある程度予定があると思いま

すので、事務局から説明願います。 

○事務局    平成２７年度の確保方策につきましては、西部小学校区では、

施設確保に向け、今年度の９月議会において補正予算の提案予

定です。東部小学校区では、学童クラブとして利用可能な施設

の所有者と交渉中です。他の学校区については、施設的に余裕

がありますので、定員のみの拡大で対応する考えです。 

        平成２８年度の確保方策につきましては、大曲小学校区と双

葉小学校区において、施設確保による定員の拡大を図る予定で

あります。 

○会長     これまでの説明に対し、何かご意見等ございませんか。 

○委員     面積の確保については理解しましたが、数字的には基準面積

が確保されていても、間取りなどの関係で使いづらい学童クラ

ブもあります。先ほども申し上げたとおり、外遊びの場所の確

保など、数字以外の部分にも配慮していただければ良いと思い

ます。 

○事務局    施設の余裕については、それらを配慮して整備していきたい

と思います。 

        具体的には、学校の余裕教室の活用を基本に、公共施設の再

利用など、児童にとってより使いやすい施設の確保に努めてま

いります。 

○委員     分かりました。 
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○委員     定員のみ増加させる学童クラブがありますが、大規模学童化

してしまう心配があると思います。 

○事務局    国の基準が示されまして、おおむね４０名を一つの支援単位

として整備することとなっております。 

それを超える場合は、施設を分けるか、そのままの施設の場

合は、基準の数の指導員を配置して運営することとなります。 

○委員     分かりました。 

○会長     環境等についても配慮して整備していただきたいとの意見で

した。 

        他に事務局から補足説明等ございますか。 

○事務局    量の見込みについての資料４の表示方法ですが、受入れ対象

児童を平成２７年度から段階的に拡大する場合の数字と、平成

２７年度から６年生まで受け入れる場合の数字は、若干異なる

ことになります。 

        どちらの表示が適切なのか、北海道に確認した上で、判断さ

せていただきます。 

○会長     実際の受入れについては、先ほどご承認いただきましたとお

り、４年生から段階的に行うこととなりますが、数字の資料と

しては二通りの表示方法があり、北海道に確認して判断したい

とのことです。 

 資料４放課後児童健全育成事業の提供体制の確保の内容及び

その実施時期について、他にご意見等がなければ提案どおり承

認するということでよろしいでしょうか。 

 

（委員異議なし） 

 

○会長     それでは資料５以降について事務局より説明願います。 

○事務局    （資料５から資料１２までについて説明） 

○会長     教育・保育、学童クラブ以外の事業の確保方策について説明

がありました。 

        実績又はニーズ調査結果の最大の数値を量の見込みとしてお

り、確保方策については、いずれの事業につきましても現状で

対応可能とのことです。 

        ご意見、ご質問等ございませんか。 

○委員     資料９・１０について質問ですが、ファミリーサポートセン

ターなどの各会員について、もう少し詳しく説明願いたい。 
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○事務局    両事業ともに、支援を行いたい「提供会員」とそれらを受け

たい「依頼会員」、または両方に該当する「両方会員」がおりま

す。いずれにいたしましても登録制であり、有料で相互に援助

しあう事業となっております。 

○委員     分かりました。 

○会長     資料１０の病児病後児保育についてですが、現在はそれに代

わるものとして緊急ファミリーサポートネットワーク事業を実

施中で、将来的には病児病後児保育事業の実施を目指したいと

のことです。 

        このことについて事務局より補足説明ございませんか。 

○事務局    病児病後児保育事業を実施するためには、医師や看護師の確

保が必要であり、直ちに実施することは困難な状況です。 

        今後は医師会や保育施設と検討を進め、見通しが立った段階

で計画に盛り込んでまいりたいと考えております。 

○会長     分かりました。 

では、資料５から資料１２までの各事業の提供体制の確保の

内容及びその実施時期について、他にご意見等がなければ提案

どおり承認するということでよろしいでしょうか。 

 

（委員異議なし） 

 

（３）基準条例について（３件） 

 

○会長     次の議題（３）基準条例について、事務局より説明願います。 

○事務局    （基準条例について（３件）を説明） 

        （パブリックコメントについて説明） 

○会長     家庭的保育士については、前回の会議でも決定したとおり、

保育士に限るとの上乗せを行いました。それに対しパブリック

コメントで意見があったとのことです。 

市としては条例（案）を変更する予定はないとの考えです。 

        各条例（案）については前回会議で、概要の説明があり、今

回の条例本文においても変更はないとのことです。 

        特に問題がなければ、提案どおり承認するということでよろ

しいでしょうか。 

 

（委員異議なし） 
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（４）次世代育成支援対策推進行動計画（後期行動計画Ｈ22～Ｈ26）のうち平 

成 25年度までの実施状況について 

 

○会長     最後の議題（４）次世代育成支援対策推進行動計画（後期行

動計画Ｈ22～Ｈ26）のうち平成 25年度までの実施状況について、

事務局より説明願います。 

○事務局    （次世代育成支援対策推進行動計画（後期行動計画Ｈ22～Ｈ

26）のうち平成 25年度までの実施状況について説明） 

○会長     概略について説明いただきましたが、資料自体はボリューム

がありますので、各委員次回までに目を通していただき、改め

てご意見、ご質問等いただきたいと思います。 

○事務局    補足説明させていただきます。 

        資料は大きく分けて、重点６項目と各項目別事業があり、５

か年の計画の中で目標等が定められており、うち４年間の実績

が記載されております。 

        今後は次世代育成支援対策推進行動計画につきましても、子

ども・子育て支援事業計画へ取り込んだ形でご審議いただくこ

とになりますので、よろしくお願いいたします。 

○会長     各委員の皆様においては、次回までに資料を読み込んでいた

だきたいと思います。 

         

（５）その他 

 

○会長     では最後にその他について、事務局から説明願います。 

○事務局    次回の開催予定ですが９月上旬を予定しています。 

審議内容は、子ども・子育て支援事業計画の骨子（案）、北広

島市子ども・子育て支援法に基づく過料に関する条例、学童ク

ラブの開所時間の延長等を予定しております。 

○会長     分かりました。 

全体を通して何かご意見、ご質問等ございませんか。 

○委員     まだ分からないことが多いですが、今回の資料を読み込んで、

次回までに意見等を整理しようと思います。 

○委員     学童クラブの動向に注目しています。より良いものとなるよ

うに議論していきたいと思います。 

○委員     多くの資料の取りまとめについて、事務局は大変だったと思
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います。次回までに資料を分析して質問等をまとめておきます。 

○委員     妊婦健診事業の１４回／年というのは、将来的にも変更がな

いのかということと、保育の必要性認定の中で出産前８週出産

後８週とあるが、体調の優れない妊婦のため、もう少し延ばす

か、期間をいれず「妊婦」とできないのでしょうか。 

○事務局    妊婦健診事業については所管が児童家庭課でないため、担当

課に確認したうえでお答えいたします。 

保育の必要性認定の出産前８週出産後８週については、他市

の状況等を参考に検討していきます。 

○委員     分かりました。 

○会長     何かご質問ありませんか。 

各委員の皆様には次回までに各資料を熟読していただきたい

と思います。 

平成 26年度第 3回北広島市子ども・子育て会議を終了いたし

ます。 

遅くまでありがとうございました。 

   

 


